
 
 
 

JANUARY 28TH 2009 

EXPERT VIEW:【日系企業のための中国法令・政策の動き】 

 
今回は 1 月上旬から下旬にかけて公布または施行された法令をとりあげました。 

［規則］ 

○「国家税務総局の企業賃金給与及び従業員福

利 費 の 控 除 問 題 に 関 す る 通 知 」 （ 国 税 函

［2009］3 号、2009 年 1 月 4 日発布、2008 年 1

月 1 日実施） 

 

 

 

 

 

○「中国銀行業監督管理委員会の当面の貸出監

督管理政策一部調整と経済の安定的発展促

進に関する通知」（銀監発［2009］3 号、2009 年

1 月 10 日発布・実施） 

 

 

 

 

○「国家発展改革委員会、中国民用航空局の国

内航空路線における旅客運輸燃油付加の暫

時徴収停止に関する通知」（発改価格［2009］

190 号、2009 年 1 月 14 日発布、同年 1 月 15

日実施） 

 

○「財政部、国家税務総局の排気量 1.6 リッター

以下の乗用車の車両購置税減額徴収に関す

る通知」（財税［2009］12 号、2009 年 1 月 16 日

発布、同年 1 月 20 日実施） 

 

○「財政部、国家税務総局の一部貨物への増値

税低税率及び簡易的方法による増値税徴収

政策の適用に関する通知」（財税［2009］9 号、

2009 年 1 月 19 日発布、同年 1 月 1 日実施） 

 

 

「企業所得税実施条例」の関係通知。同条例第 34 条の所

得控除が可能とされる「合理的な賃金給与」の判断基準

は、企業が規範的な賃金給与制度を制定していること、

その制度が業界・地区の水準に適合していること、一定

期間に支給される賃金給与が相対的に固定していること

など 5 項目。高額の奨励金などを支給している企業は要

注意。また、同条例第 40 条の従業員福利費については、

単独に帳簿を設置しなければならないと規定。 

 

世界的な金融危機を受け、金融緩和の具体措置を通知し

たもの。その第 1 条に、条件に適合する商業銀行に企業

の合併買収に対する貸付を許可することが述べられてい

る。従来、中国人民銀行の「貸付通則」で、「権益性投資」

（合併買収を含む）に使用する貸付を原則として禁止して

いたが、これを解禁したものと見られる。外商投資企業に

とっても資本再編がやりやすくなるものと期待される。 

 

国内路線での燃油サーチャージの徴収を暫定的に停止

するもの。昨年 12 月 25 日付で大幅に引き下げたばかり。

 

 

 

 

内需拡大と自動車産業の発展促進が目的。標準税率の

10％を 5％に半減。2009 年 12 月 31 日までの暫定措置。

 

 

 

今年 1 月 1 日付で「増値税暫定施行条例」と同「実施細

則」が改正施行されたのに伴い、従来、低税率が適用さ

れていた品目と、仕入控除を認めず売上に一定の税率を

乗じて税額を計算する簡易的方法が適用されていた品目

の扱いを改めて示したもの。13％の低税率が適用される

品目は、農産物、AV 製品、電子出版物、メチルエーテル

（化学品）の 4 品目（変更無し）、中古品を販売する場合、

4％の税率で税額を計算し半額徴収（変更無し）、自己使

用後の固定資産を販売する場合、仕入控除ができるもの

は適用税率で徴収（変更有り）、など。 

 

（本シリーズは、原則として隔週で掲載しています。） 
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WEEKLY DIGEST  

【経済】 

◆2008 年中国主要経済指標：1 月 22 日に国家統計

局が発表したデータによると、2008 年の国内総生産

（GDP）成長率は前年比 9％増となり、2002 年以来、

6 年ぶりに 10％を割り込んだ。四半期ごとで見ると、

前年同期比 10.6%、10.1%、9.0%、6.8%と第 4 四半期に

大幅な減速が見られた。消費者物価上昇率(CPI)は

通年では 1.1 ポイント上昇し前年比 5.9%増となった

が、年初 2 月の前年同月比 8.7%に比べ足元 12 月は

同 1.2%と大幅に鈍化した。工業生産額（付加価値ベ

ース）成長率は、通年では前年比 12.9%増を記録し

たものの、11 月には伸び率が前年同月比 5.4%と 14

年ぶりの低水準となった。世界金融危機の影響が

中国の実体経済にまで及んでいると見られている。 

【金融・為替】 

◆中国人民銀行と香港金融管理局 通貨スワップ協定を締結：中国人民銀行（PBOC）は20 日、香港金融管理

局（HKMA）との間で、2,000億元（＝293億米ドル）規模の通貨スワップ協定を締結した。期間は3年、双方の同

意で延期可能としている。通貨スワップ協定は緊急時に外貨を融通し合う制度で、昨年12月に国務院が打ち出

した香港の金融安定と経済発展の支援措置14項目のうちの一つ。 

◆2008年商業銀行不良債権比率 2.45%と大幅縮小：中国銀行業監督管理委員会（以下、銀監会）は16 日、

2008年末の商業銀行不良債権比率が年初に比べ3.71ポイント減少して2.45%となり、不良債権残高が5,682億

元となったことを明らかにした。但し、農業銀行の株式制転換に際し、不良債権8,000億元をオフバランス化して

おり、この効果を除けば、5%台になると見られている。この為、銀監会の劉明康主席は、引き続き不良債権の

金額と比率のコントロールを厳格に行うことを強調している。 

 

 

 

週の人民元は 6.83 台半ばから 6.84 台半ばでの取引が続いたが、旧正月に伴う長期休場を控えた 26 日には外貨

市場営業部 為替営業推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ営業ﾗｲﾝ） 

 
 

人 民 元 の 動 き 

RMB レビュー＆アウトルック
今
資金に対する需要も高まり対米ドルで 6.8560 と昨年 12 月以来の安値まで一気に急落する場面も見られた。今週は
2008 年の第 4 四半期並びに通年の実質 GDP 伸び率が発表され、第 3 四半期の前年同期比プラス 9%から同 6.8%
へと急減速、また通年でも前年比プラス 9%と 2002 年以来となる一桁成長にまで減速している。国際的には米国の中
国に対する元高圧力が高まる観測が浮上してはいるものの、中国にとって現在は自国経済の底割れ回避が至上命
題となっており、物価上昇圧力も急激に弱まっている中、追加的な金融緩和策も予想されている状況。こうした中、
人民元相場に関しては自国の利益と外圧との間でどのような舵取りがなされるのか、今後とも注目されるが、当面
の間は 6.8 大台前半での取引が続くとみている。(1 月 23 日) 
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